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調 査  報  告

1. は じ  め  に

近年,コ ンクリー ト構造物の維持管理の重要性が高まっ

ている.コ ンクリー ト構造物の点検は主に目視で行われて

いるが,供 用中でも構造物を破壊せずに簡便に検査できる

非破壊検査が注 目されている。コンクリー ト構造物に対す

る非破壊検査はシュミットハンマー法や赤外線法など提案
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されているが,多 数のデータによる信頼性の高い検査法の

確立が急務となっている。

コンクリー ト構造物の品質等は,昭 和 47年 に建築基準

が改定され,構 造安全性や耐久性が大幅に改善された。そ

のため,昭 和 47年 を境 とした築 30年前後の年代の違いに

よるコンクリー ト構造物の比較,評 価のためのデータ蓄積

は,信 頼性の高い検査法の確立に欠かせないものである。

そこで本研究では,築 30年以上経過 した元東京大学物

性研究所 (六本木)所 内の研究棟 (写真 1)を 調査対象と

し,非 破壊検査によるコンクリー ト強度の推定等の4LI全度

調査を行った.な お,調査対象である物性研究所は,現在跡

地利用が計画されており,正しく調査の機会であり,研究の

一環としてその貴重なデータを得ることを目的とした。

2.調 査 概 要

調査対象の構造物は,東 京都港区六本本にある元東京大

学物性研究所内の A実 験研究棟 とした。調査箇所および

調査項目を表 1,図 1に示す.
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図1 元 東京大学物性研究所 A実 験研究棟 3F 平 面図および調査箇所

写真 1 元 東京大学物性研究所 A実 験研究棟



54巻 3号 (2002)

表1 沢1定箇所の一覧および調査項目

調査箇所の名称 建築年 調査項目

① 314教室 S.36 コンクリート強度

② 320B教 室 S.37 コンクリート強度

③ 319教 室 S.37 コンクリート強度

④ 端壁 S.35 浮き口剥離

⑤ タイル]長り041(lF) S.38 浮きJ剥離

調査箇所①,② ,③ では,各 部屋の柱,梁 ,床 部分より

コンクリートコアを採取してコンクリート強度の調査を行

った.ま た,柱 部についてはコンクリートコアによる実際

の強度と非破壊検査法での推定強度の比較 。検討を行うた

めに,シ ュミットハンマー法,超 音波法での測定もあわせ

て行った。これらコンクリート強度を調査項目とした調査

箇所では,表 に示すように建築年が異なっており,調 査個

所①の建設年は昭和36年,② ,③ の建築年は昭和37年 と

なっている。

調査個所④および⑥においては,赤 外線サーモグラフイ

ーを用いて建物東側の端壁,タ イル張りされた柱を撮影し,

表面の化粧やタイルの浮き。剥離の有無を調査した。

3.調 査 結 果

3.1コンクリート強度

表2に調査箇所①,② ,③ で採取したコンクリートコア

の圧縮強度試験結果を示す.表 より,各 柱のコンクリート

強度は多少のバラツキはあるものの,ほ ぼ同程度の強度を

有していることがわかる。しかし,梁と床のコンクリート

強度に関しては,建築年が異なる調査箇所①と②,③の強

度差が明確に現れており,差 が大きいものでは,半 分程度

の強度となっている事がわかる。

また,表 3に は柱部分に関して行ったシユミットハンマ

ー法と超音波法の2種類の非破壊検査による測定値を示 し

ている.シ ュミットハンマー法は,コ ア採取前に建物の内

佃1と外倶Iでそれぞれ反発度の測定を行っており,表 中の値

は計測で得 られた値の最大値 と最小値を除いたものを平均

した値である。超音波法に関しては,コ ア採取後に建物内

佃1部分と外側部分に切 り分け,超 音波伝播時間を計測する

ことにより音速値を算出している。これら2種類の検査方

法の測定値を各調査箇所で比較すると,調 査箇所②の反発

度が他の調査箇所に比べて大きな値を示しているが,大 き

な差は見られない。

今回採用した非破壊検査法における強度推定方法は,実

験データより導かれた強度推定式が用いられている。今回

の調査においては,計 測点が6点 と少なく,計 測結果から

強度推定式を導くことは難しいことが考えられるため,表

4に示す既往のコンクリート強度推定式との対応から計測
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表2 コ ンクリートコアによる圧縮強度

測定箇所
圧縮強度

(N/ m m 2 )
測定箇所

圧縮強度

(N/mm2)
測定箇所

圧縮強度

(N/mm2)

柱

①

梁

①

床

①

② 320B ②
193

② 320B
165

③ 319
350

③
1 9 . 5

22.8
③
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表3 各 調査箇所における柱部のシュミットハンマー法および超

音波法による測定値

① 314教室 ② 320B教室 ③ 319教室

内 外 内 外 内 外

反発度 34.200 38.714 44.143 45.000 37.000 37.200

伝播速度

(km/Sec)
3.940 4.160 3.880 4.070 4.100 3.900

圧縮強度

(N/mm2)
407 34.2 37.8 35.3 35.0 28.0

結果の評価を行うこととした。

シュミットハンマー法による強度推定は,一 般に材令の

経過と共に反発度が上がる傾向にあるので,今 回のような

築 30年 以上という長期材令の構造物については経年によ

る補正を行うことになっており,補 正値はおおむね0.6程

度となっている。今回は佐治らにより提案され,広 く知ら

れている補正値 0.63を用いて評価 を行った。図 2で は,

今回の調査における計測データの反発度と圧縮強度の関係

と各強度推定式が示す直線をあわせて示 している。図より,

今回の調査結果では既往の研究で提案されている知見とは

異なり,材 令を考慮 した補正係数を用いない推定式に近い

値を示す結果となった。
一方,超 音波法では一般的な水セメント比数種類につい

て得られた日本建築学会実験回帰式を強度推定式として用

いた。これは,一 般に水セメント比,含 水率,骨 材量が同

程度のものであれば超音波伝播速度 (以下音速と記す)と

圧縮強度との間に比較的良い相関が得られると言われてい

るが,今 回の調査では長期材令のコンクリー トであり,こ

れらの確認が出来なかったためである。図3は ,音 速と圧

縮強度の関係および建築学会強度推定式の直線を示す。図

より,今 回の結果では推定式に比べて高い値となっている。

これは,推 定式に経年による影響を考慮 していないことが

一因であると思われる。この対処法の 1つ として,経 年に

より補正値を設けることが考えられるが,経 年以外の因子

の影響 も音速に大きく影響することから,補 正は有意では

ないと考えられる。

このように音速のみで圧縮強度を推定する場合,他 因子

の影響が大きいことから,音 速とその他の因子を組み合わ



強度推定法 推定式 出展

反発度法
(シュミットハンマー法)

Fc=0.72R+9.8 日本建築学会

Fc=1.28R-18.2 日本材料学会

長期材令による補正係数0.63 佐治

音速法(超音波法) Fc=21.2N/P-61.2 日本建築学会

複合法
(反発度法+音 速法)

Fc=0.81R+34N/P-108 日本建築学会

Fc=10.2(kR)+223眸 -960(材 令1年以上 :k=0.9) 谷川等

54巻 3号 (2002)

0    20    40    60    80

反発度 R

図2 反発度と圧縮強度の関係
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図3 超 音波伝播速度 (音速)と 圧縮強度
の関係
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超音波法とシュミットハンマー法の複
合式による推定強度と圧縮強度の関係

表4 各 非破壊検査法および複合法によるコンクリート強度推定式

Fc:圧 縮強度 (N/mm2) R:反 発度 VP:音 速 (km/sec)
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図 4

せて複合することで強度推定することが行われている。既

往の研究では,今 回の調査で使用 した反発度と音速の組み

合わせにより,圧 縮強度との相関が高 くなることが言われ

ている。そこで今回は,日 本建築学会による複合推定式と

谷川等による経年を考慮 した推定式による評価を行った.

図4は ,2種 の推定式により求めた推定強度と実際の圧縮

強度との関係を示 したものである.図 より,両 者の推定結

果にほとんど差は見られず,実 際の圧縮強度に比べて低め

に強度を推定する結果となった。

3.2赤外線サーモグラフィーによる浮き検出

調査個所④の調査結果を以下にまとめる.端 壁の表面は

吹付けモルタルによって2mm程 度の厚さで仕上げられて

いる.ま た目視検査 より既設約 30年 ということもあ り数

箇所において吹付けモルタルが剥離 していることが認めら

れた。調査方法は熱源として太陽光を利用 し,晴 天下の午

前 9時 における熱画像より判定 した.図 5に 端壁のデジタ

ルカメラによる画像および熱画像より欠陥部として判定 し

た部分を重ね合わせた画像を示 した。なお,欠 陥部の判定

は一画像内で相対的に約 1°C程 度温度の高い部分 とした。

その結果,図 を見ると分かるが大断面において吹付けモル

タルの浮き部分が検出された。また熱画像内に局所的に低
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図5 赤外線カメラによる端壁の診断結果

温をしめした個所があり, 日視 したところ鉄筋の露出が少

なくとも数箇所にわたり認められた。

調査個所⑤の調査結果を以下にまとめる。調査方法は熱

源として太陽光を利用 し,晴 天下の午前 15時における熱

画像より判定 した。なお太陽光は柱の左倶lより入射 してい

る。図6に左からタイルのデジタルカメラの画像,赤 外線

カメラの熱画像,打 音による診断結果を示 した。図の熱画
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像の結果について検討する。図の熱画像の分布より柱の下

音陶ま低温をしめしており,ま た中央部から上音附こかけては

相対的に高温な分布を示 していることが分かる。これより

柱の中央部から上部にかけてタイルが浮いているというこ

とが考えられる。次にタイルの打音による測定結果につい

て検討する。なお足場の関係から打音は自枠で囲んだ領域

のみの検査 とした.図 より異常部を●で示 してお り,多 少

のバラツキはあるものの打音においても赤外線カメラによ

る結果と同等の傾向を得ることができた。以上のことから

柱の中央部から上部にかけて殆どのタイルが浮いていると

いうことが分かつた。

4.ま  と  め

本報告は,既 設 30年以上のコンクリー ト構造物として,

元東京大学物性研究所内の実験棟の劣化調査を非破壊検査

により行い,そ の結果をまとめたものである.

1.建築年の異なる調査箇所① (昭和36年)と 調査箇所

②,③ (昭和37年)の コンクリートコアによる圧縮試

験結果は,強 度差が明確 に現れ,① の強度 (約

38N/mm2)に 比べて②,③ の強度は半分程度の

18N/mm2で ぁった.

打音による診断結果

2.反 発度法の強度推定においては,経 年による補正値

0.63を用いた推定式に比べて,補 正を行わない推定式

の方が実際の圧縮強度に近い値を示 し,既 往の知見と

異なる結果となった.

3.超 音波法による強度推定値は,実 際の圧縮強度値に比

べて低い値 となった.

4.音 速 と反発度を複合 して強度を推定することにより,

単独での推定強度に比べて相関関係が良好になったが,

実際の強度に比べて低 く強度を推定する結果となった。

5。端壁表面の吹付けモルタルは,大 断面において浮き部

分が検出された.ま た, 日視 より鉄筋の露出および吹

付けモルタルの欠損が確認された.

6.サ ーモグラフイー法および打音法により,柱 の中央部

から上部にかけて殆どのタイルが浮きを確認できた。
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デジタルカメラによる画像 熱画像による診断結果

図6 柱 のタイルの景l離診断結果


